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１ 定住自立圏構想の概要とこれまでの経過 

（１）定住自立圏構想の概要 

我が国では、人口減少が深刻化しており、国立社会保障・人口問題研究所（以下「社

人研」という。）の人口推計によれば、２０２０年の１億２，６００万人から、２０７０

年には９，０００万人を割り込むと推計され、地方圏に限らず三大都市圏も人口が減少

するという「過密なき過疎」の時代の到来が予想されている。 

このような状況を踏まえ、国では、地方圏において、安心して暮らせる地域を形成し、

地方圏から三大都市圏への人口流出を食い止めるとともに、地方圏への人の流れを創出

するため「定住自立圏構想」を推進している。 

定住自立圏構想では、中心市と近隣市町村で形成される圏域において、 「集約とネット

ワーク」の考え方に基づき、中心市において圏域全体の暮らしに必要な都市機能を集約

的に整備するとともに、近隣市町村において必要な生活機能を確保し、農林水産業の振

興を図るなど、互いに連携・協力することにより、圏域全体の活性化を図ることを目的

としている。 
日光市においては、総務省の定める「広域的な市町村の合併を経た市」に係る特例措

置である合併１市圏域で定住自立圏を形成し、誰もが安心して「定住」できる環境の保

持と、地域が「自立」するための経済基盤の確立に取り組んでいる。 

 

（２）定住自立圏形成の経過 

定住自立圏の形成に向けて、これまでの経過は次のとおりとなっている。 
 

２０１６年 ３月 中心市宣言 

２０１７年 ３月 日光市定住自立圏形成方針を日光市議会で議決・策定 

２０１７年１０月 日光市定住自立圏共生ビジョン策定 

２０１９年 １月 日光市定住自立圏共生ビジョン変更 

２０２２年 ３月 第２期日光市定住自立圏共生ビジョン策定 
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２ 定住自立圏及び市町村の名称 

（１）定住自立圏の名称 

   日光市定住自立圏 

（２）圏域を構成する市町村 

   日光市 

（３）定住自立圏の圏域 

中心地域：今市地域 
近隣地域：日光地域、藤原地域 

足尾地域、栗山地域 

３ 圏域の現状 

（１）圏域のなりたち 

① 位置・面積 

当圏域は、栃木県の北西部に位置し、北は福島県、西は群馬県に接し、東京から約

１２０ｋｍの距離にある。総面積は約１，４５０ｋ㎡で、県土のおよそ４分の１を占

める広大な面積を誇り、全国の市で３番目の広さである。 

② 歴史・文化 

当圏域を構成する各地域は、山岳信仰の聖地として早くから開けた日光と深いつな

がりを持ちながら発展してきた。江戸時代には、５地域の大部分が日光神領としてひ

とつの文化圏を形成しており、特に江戸時代の末期、幕府から日光神領８９ヶ村の荒

地開発を命じられた二宮尊徳翁により、村おこし事業「報徳仕法」が実践された地域

である。 

③ 自然・地勢 

当圏域は、標高差から四季の寒暖の差が生じることで、多様で美しい自然環境を形

成し、生態系を良好に維持している。  
当圏域の総面積の約８６％を森林が占め、その大部分が圏域の北部から南西部にか

けての山地であり、大半が日光国立公園に指定されており、白根山、男体山、皇海山

藤原地域 

足尾地域 
今市地域 

日光地域 

栗山地域 
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などの２，０００ｍを超える山岳がそびえるほか、ラムサール条約湿地の「奥日光の

湿原」や鬼怒沼湿原などの高層湿原を見ることができる。また、中禅寺湖を始めとす

る湖沼や水量と落差を誇る華厳滝などの名瀑が多数あり、豊かな自然に恵まれている。

平野部においては、平地林が残り、田園と里山に象徴されるふるさとの風景がある。 
さらに、水源地域となる当圏域には、多くの一級河川が流れており、足尾地域の渡

良瀬川と栗山・藤原地域の鬼怒川の２つの水系がある。鬼怒川には、日光・今市地域

を流れる大谷川が合流しているように、全ての地域において豊富な水資源に恵まれて

いる。 

④ 交通 

当圏域は、首都圏から約１２０ｋｍに位置し、東北自動車道に接続している日光宇

都宮道路や国道１１９号、福島県方面からの国道１２１号、群馬県方面からの国道１

２０号と、首都圏をはじめ広域的な地域からの交通の利便性が高い。 
鉄道は、ＪＲと東武鉄道により、首都圏からのアクセスが良好である。また、福島

方面へは野岩鉄道、群馬方面へはわたらせ渓谷鐵道によりアクセスすることが可能で

ある。 

⑤ 産業 

当圏域の産業構造は、産業大分類別事業所数構成比から見ると、「卸売業、小売業」

と「宿泊業、飲食サービス業」が２０％を超えており構成比率が高くなっている。特

に宿泊業・飲食サービス業は、国 （１１．４％） ・県 （１１．１％）の割合を大きく上

回っており、観光関連産業が基幹産業という当圏域の特徴を示している。 

 

 

 

 

 

 
 

（出典：経済センサス活動調査） 
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⑥ 観光 

当圏域は、世界遺産、自然、温泉などの多種多様な観光資源を有しており、各地域

の連携により、観光に相乗効果をもたらしている。この豊富な観光資源を求めて、年

間１，０００万人を超える観光客が国内外から訪れている。新型コロナウイルス感染

症の影響により大きく落ち込んだ観光客入込数は回復傾向にあるものの、２０２４年

は約１，０１９万人にとどまっており、今なおコロナ禍前の水準にまでは達していな

い。 
首都圏からのアクセスの良さから多くの観光客が訪れる一方で、日帰りでの観光客

も多く、滞在時間の延長や宿泊数の増加が課題となっている。 
 
 

 

 

 

 

 

 

（出典：日光市観光客入込数調査） 
 

（出典：日光市観光客入込数調査） 
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⑦ 土地利用 

当圏域の土地利用の現況は、森林が８６．４％を占め、次いで農用地４．２％、宅

地１．７％となっている。圏域の北部から南西部に広がる森林地帯が、水源かん養や

自然環境保全の役割を担っている一方で、中央部から南部にかけては農用地が広がり、

その中にいくつかの市街地が形成され、限られた可住地を有効に活用した都市的土地

利用がなされている。  
都市計画区域は市域の約３３％で、その大部分は用途地域の指定がない区域である。

用途地域が指定されている区域では、住居系用途が約７１％を占めているが、少子高

齢化や人口減少が進行する中、ＤＩＤ（人口集中地区）面積や人口は減少傾向にある。 
 
 

《土地利用の内訳》（２０２３年度） 

土地利用区分 森林 農用地 宅地 湖沼 その他 

面積 1,252.30 ㎢ 61.24 ㎢ 24.74 ㎢ 16.37 ㎢ 95.18 ㎢ 

割合 86.4 ％ 4.2 ％ 1.7 ％ 1.1 ％ 6.6 ％ 

 （出典：栃木県統計年鑑、栃木県森林・林業統計書） 

※湖沼は、池沼及び主要湖沼（中禅寺湖）の面積  
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⑧ 人口 

当圏域の人口は、１９９５年には９９，９８８人であったが、その後は、進学や就

職に伴う都市部への人口流出や、生産年齢人口の減少に伴う出生数の低下などを背景

に、減少の一途を辿っている。また、年齢３区分別人口を見ると、年少人口が減少傾

向である一方、老年人口は増加し、１９９５年にはその数が逆転している。なお、生

産年齢人口も、同年以降減少が続いている。  
このような中、２０２０年以降は老年人口も減少に転じるが、社人研の推計によれ

ば、生産年齢人口の減少がそれ以上に進行するため、２０４５年には老年人口が生産

年齢人口を上回ると見込まれている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※年齢不詳者を含まないため、各階層の合計は総人口と一致しない。 
※推計値は「定住自立圏構想推進要綱」（総務省）に基づき社人研の推計値を用いているため、第３次日光市総合計画 

及び第３期日光市まち・ひと・しごと創生総合戦略における推計値とは異なる。 
 

（出典：都道府県・市区町村別の男女・年齢（５歳） 
   階級別将来推計人口（社人研））       
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（２）人口の社会増減の現状 

転入数は、２，０００人程度で推移している一方、転出数は、２，３００人程度で

推移しており、転入数から転出数を差し引いた社会増減は転出超過の状態が続いてい

る。しかし、２０１４年をピークに転出超過は減少傾向となっており、２０２３年は

２５８人の転出超過となっている。 

 

 

 

 

 

 

 
 

（出典：住民基本台帳人口移動報告） 

 

２０２４年の男女・年齢５歳階級別社会増減数をみると、転入・転出に伴う社会増減は、

１０～３４歳までは男女ともに転出超過の状態で、さらに、女性については、ほぼ全ての

年代で転出超過となっている。また、男女ともに２５～２９歳の社会減が最も大きく、特

に女性の転出が著しいことが特徴である。 

 

 

 

 

 

（出典：住民基本台帳に基づく都道府県及び市区町村別詳細分析表） 
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日光市定住自立圏共生ビジョン懇談会の意見 

日光市定住自立圏共生ビジョン懇談会においては、女性や若い世代の社会減の要因に関

し、次のような意見が示されました。 

① 仕事 

 雇用の選択肢が特定の産業に偏重し、多様な分野で専門性を生かせる職場が少ない傾向

にあるため、若い世代が将来を見据えて定住する上で、安定した所得を得られる雇用の受

け皿が十分でない実情がある。 
観光業を基幹産業としつつも、それに依存しない複線的な就労の場を創出することが必

要であり、計画的な企業誘致や地元企業の事業拡大などを通じて、若い世代が魅力を感じ

る就労環境を整備し、仕事の「質」と「量」の両面から環境を改善していく必要がある。 

② 子育て・教育 

児童生徒数の減少に伴い、学校の小規模化が進行している。小規模校※や過小規模校※で

は、学年や学級の人数が少なくなることで、人間関係の固定化、集団学習や班活動の制約、

学校行事の教育効果の低下などが懸念され、保護者がより充実した教育環境を求めて転出

を選択する一因となっている。 
学校規模の適正化を図るなど、より良い教育環境を整備し、個別最適な学びと協働的な

学びを両立するとともに、学力の向上や歴史、伝統、文化、自然など、当圏域ならではの

資源を生かした学習活動の充実に取り組む必要がある。 
こうした傾向は、就学前の保育においても同様にみられ、こどもが少ない地域において

も、こどもたちの健やかな成長や豊かな学びを支える環境の整備が求められる。 
 

※ 学校教育法施行規則（昭和２２年文部科学省第１１号）では、小中学校ともに１２学級以上１８学級 
以下を標準学級数としている。この標準学級数に該当する学校を適正規模校とし、小学校では１１～ 
６学級を小規模校、５～１学級を過小規模校、中学校では１１～３学級を小規模校、２～１学級を過 
小規模校と定義し、判断基準としている。 

③ 地域の賑わい 

人口減少により、地域の賑わいや活気が失われつつあり、地域の魅力や「住みたい」と

思わせる求心力の低下につながっている。その結果、地域コミュニティの希薄化をはじめ、

地域福祉や安全・安心面など、住民の暮らし全体の質を低下させる要因となり、転出を促

す一因ともなっている。 
若者の活動支援等による地域の活性化を図るとともに、日光での暮らしの魅力を積極的

に発信することや移住者が安心して地域社会に溶け込める交流のきっかけをつくることで、

「住みたい」「住み続けたい」と思えるまちづくりに取り組む必要がある。 
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４ 定住自立圏の将来像 

（１）将来像の考え方 

令和８年３月に策定した第３次日光市総合計画において、日光市の将来像を次のと

おり定めていることから、合併１市圏域型の日光市定住自立圏における将来像も同様

とする。それぞれの地域の特色を生かし、相互が連携するとともに、役割や機能を分

担し、協働して定住自立圏の圏域全体の振興を図る。 
 
 

第２章 日光市の都市像と都市フレーム 
 

第１節 日光市の都市像 
 

第３次総合計画では、市民一人ひとりが健やかに心豊かな生活を送り、未来に希望 
を持てる社会の実現を目指し、１０年後の日光市の都市像を次のように定めています。 

 

 

全ての人が、心から笑顔で、安心と喜びを感じながら暮らす、幸福感に満ちた新し

いまちの創造に向け、年齢や性別、国籍、障がいの有無といった違いを超え、心身と

もに健やかで、社会的に孤立せず、人と人のつながりの中で安心して生活できるまち

づくりに取り組みます。日光市に関わった人が「ここに住んでみたい」という憧れと

愛着を持つ、可能性と幸福感に満ちた活力ある地域社会を構築します。 

 

 

 

 

 

 

 

   

 
 

（出典：第３次日光市総合計画前期基本計画）  

  

〇心豊かで快適な生活の実現 

〇多様性と寛容性の醸成 

〇楽しさを分かち合える場の創出 

〇心身の健康の増進 

〇社会的つながり・コミュニティの充実 

〇郷土愛着の醸成 

〇誰もが意欲的に挑戦できる環境の整備 

〇新しい価値観・可能性を広げる機会創出 

〇幸福感に満ちた活力あるまちの創造 

誰もが楽しく 

健やかに暮らす 

新しいまち 
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（２）将来目標人口 

前述のとおり、社人研では、２０２０年の国勢調査を基点とした日本全域の出生、

死亡、国際人口移動の傾向をもとに、「日本の将来推計人口（令和５年推計）」を公表

している。しかし、日光市においては、全国平均と比較して６５歳以上の割合が高く、

また人口減少のスピードも速いなど、推計の前提条件と実態との間に乖離があること

から、当市の出生、死亡、人口移動の傾向に基づき、独自に人口推計を行った。 
これらの推計を踏まえ、第３次日光市総合計画及び第３期日光市まち・ひと・しご

と創生総合戦略との整合性を図り、２０３０年の将来目標人口６５，０００人を目指

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：国勢調査、社人研推計、日光市人口推計） 
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５ 定住自立圏共生ビジョンの期間 
  令和８年度から令和１２年度までの５年間とする。 
  ただし、期間内においても必要に応じて所要の修正を行う。 

６ 定住自立圏共生ビジョンの体系 
分野 項目 取組 

(1)生活機能の強化 ①医療 ア 健康づくりの推進 
イ 地域医療の充実 

②福祉 ア 子育て支援 
イ 高齢者支援 
ウ 地域福祉の推進 

③教育 ア 学校教育の充実 
イ 文化・芸術活動の推進 
ウ 生涯学習の充実 
エ スポーツの推進 

④産業振興 ア 魅力ある観光地づくり 
イ 農林水産業の振興 
ウ 商工業の振興 
エ 企業誘致 

⑤安心・安全 ア 災害に強い環境づくり 
イ 消防・救急体制の強化 
ウ 安全・安心に暮らせる環境づくり 

(2)結びつきやネッ

トワークの強化 

①公共交通 ア 地域公共交通の確保・利便性の向上 
②基盤整備 ア 生活道路等生活基盤の維持 

イ 持続可能なコンパクトなまちづくりの推進 
③地域づくり ア 移住・定住促進 

イ 地域コミュニティの活性化 

(3)圏域マネジメン

ト能力の強化 

①まちづくり ア 市民との協働の推進 
イ まちづくりを担う人材の育成 
ウ シティプロモーションの推進 
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７ 定住自立圏形成方針に基づき推進する具体的施策 
日光市定住自立圏形成方針に基づき、各分野において推進すべき具体的事業案を次の

とおりとする。 
なお、事業や予算額などについては、策定時における内容を掲載したものであり、具

体的には各年度の予算編成において検討する。 
具体的事業は、第３次日光市総合計画前期基本計画をはじめ、他の計画等との連動性

を図るとともに、社会状況等により随時見直し、適宜、修正、追加、削除を行うものと

する。 
また、実施に際しては圏域が協働して定住自立圏全体の振興を図る観点から、他事業

との関連性や圏域全体の一体的な発展等に特に留意しつつ、それぞれの地域が持つ資源

や特性を生かすこととする。 
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（１）生活機能の強化  ① 医療 

ア 健康づくりの推進 
 
【施策の方向性】 
 

健康づくりの効果的な推進により健康増進を図ることで、市民一人ひとりが心身とも

に健やかに安心して歳を重ねることのできる地域社会の実現を図る。 

 

【具体的事業】 
 

事業名 特定健康診査事業 区域 全域 

事業概要 
高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、国民健康保険被保険者に対し糖尿病や虚血性心疾患

等の生活習慣病の発症や重症化を予防することを目的に、メタボリックシンドローム該当者及び

予備軍者を特定保健指導につなぐ特定健康診査を実施する。 

事業効果 メタボリックシンドロームに着目し糖尿病や虚血性心疾患等の生活習慣病の発症・重症化を予防

することにより、健康寿命の延伸と医療費の適正化が図られる。 

ＫＰＩ 

項目 基準値 

（R6） 

目標数値※ 

（R11） 

特定健診受診率（法定報告値） 
※第 3期日光市国民健康保険保健事業実施計画（R7～R11）に準拠の  

 ため、令和 11 年度の目標数値とする。 
41.9％ 48.9％ 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
55,725 千円 56,000 千円 56,000 千円 56,000 千円 56,000 千円 279,725 千円 

補助金等特定財源 保険給付費等特別交付金（特定健康診査等負担金） 
その他  

 

事業名 成人健康診査、がん検診事業 区域 全域 

事業概要 健康づくり推進条例に基づき、市民の健康寿命の延伸を図るため、成人健康診査、がん検診事業

を実施する。 

事業効果 市民が定期的に健康診査を受けることにより、疾病の早期発見・早期治療及び生活習慣病の改善

が図られる。 

ＫＰＩ 

項目 
基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

大腸がん検診及び子宮頸がん受診率 

大腸がん検診 
30.7％ 

子宮頸がん検診 
35.0％ 

大腸がん検診 
50.0％ 

子宮頸がん検診 
50.0％ 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
1,092 千円 1,100 千円 1,100 千円 1,100 千円 1,100 千円 5,492 千円 

補助金等特定財源 感染症予防事業費等補助金 
その他  
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事業名 にっこう健康マイレージ事業 区域 全域 

事業概要 健診や人間ドックを受診し、更には楽しみながら健康教室等への参加及び健康づくりに取り組む

ことでポイントがたまり、そのポイントに応じた記念品配布を実施する。 

事業効果 市民が健康的な生活習慣を身につけて、生活習慣病の予防またはその重症化を予防することで、

市民の健康寿命の延伸と医療費の抑制が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

記念品年間申請者数 411 人 600 人 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

547 千円 600 千円 660 千円 730 千円 820 千円 3,357 千円 

補助金等特定財源 長寿・健康増進推進交付金 
その他  

 

事業名 歯及び口腔の健康づくり推進事業 区域 全域 

事業概要 歯の健康に関する正しい知識を市民に普及啓発するため、各種歯科健診及び口腔衛生の普及啓発

事業を実施する。 

事業効果 市民の口腔衛生向上と生活習慣病の予防またはその重症化を予防することで、市民の健康寿命の

延伸と医療費の抑制が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

19 歳以上の歯科健診年間受診者数 756 人 800 人 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

5,603 千円 5,700 千円 5,800 千円 5,900 千円 6,000 千円 29,003 千円 

補助金等特定財源 健康増進事業費補助金、医療施設運営費等補助金、後期高齢者健診事業費受託収入、長寿・健康

増進推進交付金 
その他  

 

事業名 各種予防接種事業 区域 全域 
事業概要 疾病の発生及びまん延を予防し、公衆衛生の向上を図るため、各種予防接種費事業を実施する。 
事業効果 市民の感染症の発生及びまん延を予防し、公衆衛生の向上が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

麻しん風疹混合ワクチン受診率 92.2％ 95％ 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

371,823 千円 372,000 千円 372,000 千円 372,000 千円 372,000 千円 1,859,823 千円 

補助金等特定財源  

その他  
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（１）生活機能の強化  ① 医療 

イ 地域医療の充実 
 
【施策の方向性】 
 

圏域の住民が安心して医療を受けることができるよう、へき地診療所の円滑な運営を

図り、必要に応じて、より高度な医療につなげられるよう、圏域全体の地域医療体制の

維持を図る。 

 

【具体的事業】 
 

事業名 地域医療整備事業 区域 全域 

事業概要 地域における医療体制の充実を図るため、日光市地域医療整備基金を活用し、周産期医療、小児

医療又は救急医療体制の整備に関する事業等に対する補助等を実施する。 
事業効果 市民の医療に対する不安の解消と良質な医療の提供が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

市内の産科医療機関で出産する人の割合 54.7％ 70％ 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 

補助金等特定財源 地域医療整備基金 
その他  

 

事業名 救急医療対策事業 区域 全域 

事業概要 地元医療機関の協力のもと、二次救急医療や初期救急医療の充実のため、補助金の交付や診療の

運営等を実施する。 
事業効果 市民の休日及び夜間における医療の不安の解消が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

指定した休日及び夜間の診療の実施 100％ 100％ 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

170,000 千円 170,000 千円 170,000 千円 170,000 千円 170,000 千円 850,000 千円 

補助金等特定財源  

その他  
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事業名 診療所運営事業 区域 近隣 
事業概要 無医地区等において、地域住民の医療を確保するため、診療所の運営、患者輸送を実施する。 

事業効果 地域住民の医療に対する不安の解消と良質な医療の提供が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

利用者の満足度 97.2％ 97.5％ 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

550,000 千円 320,000 千円 320,000 千円 320,000 千円 320,000 千円 1,830,000 千円 

補助金等特定財源 へき地診療所運営費県補助金、医療施設等設備整備事業費補助金、長寿社会づくりソフト事業費

交付金、国民健康保険調整交付金 
その他  
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（１）生活機能の強化  ② 福祉 

ア 子育て支援 
 
【施策の方向性】 
 

将来を担う子どもたちの健やかな成長と、親が安心して子どもを産み育てる環境を、

市民全体で“こころ”を持って創りあげるとともに、子どもの健やかな成長を支える環

境づくりや幼児教育・保育サービスの充実と質の向上に取り組む。 

 

【具体的事業】 
 

事業名 地域こどもの居場所づくり推進事業 区域 全域 

事業概要 全てのこどもが安心して自分らしく過ごすことができる居場所が各地域で確保され、こどもや困

難を抱える方が気軽に利用できるよう、居場所づくりを行う団体等の設立、運営を支援する。 

事業効果 こどもの居場所づくりの安定した運営が図られ、身近に、気軽に利用できる居場所があることで、

こどもや困難を抱える方の生活に資する。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

地域こどもの居場所運営費補助金交付先件数 2 件 15 件 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
4,800 千円 6,000 千円 6,000 千円 6,000 千円 6,000 千円 28,800 千円 

補助金等特定財源 地域こどもの生活支援強化事業(母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金) 

その他  

 

事業名 地域子育て支援センター事業 区域 中心 

事業概要 子育て支援の拠点として、子育て家庭に対する相談指導、情報提供等を行うとともに、子育てに

関する交流事業、講座、研修等を実施する。 

事業効果 周辺地域と連携を図りながら、地域で支える環境づくりに向けて育児相談、親子の交流、子育て

サークルの育成・支援・育児講座等を実施しすることで、子育て支援に資する。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

地域子育て支援センター年間利用者数 9,691 人 9,600 人 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
18,571 千円 18,571 千円 18,571 千円 18,571 千円 18,571 千円 92,855 千円 

補助金等特定財源 重層的支援体制整備事業交付金 
その他  
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事業名 親子ふれあい広場事業 区域 近隣 

事業概要 地域における子育て支援の拠点として、子育て家庭に対する相談指導、情報提供等を行うととも

に、子育てに関する交流事業、講座、研修等を実施する。 

事業効果 中心地域と連携を図りながら、地域で支える環境づくりに向けて育児相談、親子の交流、子育て

サークルの育成・支援・育児講座等を実施することで、子育て支援に資する。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

親子ふれあい広場年間利用者数 2,774 人 2,700 人 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

10,690 千円 10,690 千円 10,690 千円 10,690 千円 10,690 千円 53,450 千円 

補助金等特定財源 重層的支援体制整備事業交付金 
その他  

 

事業名 ファミリー・サポート・センター事業 区域 全域 

事業概要 安心して子育てができる環境整備のため、育児の援助を希望する保護者等と、援助を行いたい人

との相互援助活動に関する連絡、調整を行う。 

事業効果 「子育ての援助を受けたい人」と「子育ての応援をしたい人」とを結びつけ、相互援助活動を応

援し、地域全体で子育て家庭の支援に資する。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

ファミリー・サポート・センター協力会員数 
※両方会員（依頼会員でもあり協力会員でもある）の人数を含む 

251 人 250 人 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

2,286 千円 2,286 千円 2,286 千円 2,286 千円 2,286 千円 11,430 千円 

補助金等特定財源 子ども・子育て支援交付金 
その他  
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（１）生活機能の強化  ② 福祉 

イ 高齢者支援 
 
【施策の方向性】 
 

高齢者が、住み慣れた地域で生きがいを持ち、豊かで充実した生活を送ることができ

るよう、地域包括ケアスシステムの深化に向けて、多様な主体による連携、社会資源の

充実や健康と生きがいづくりの推進を図る。 

 

【具体的事業】 
 

事業名 シルバー人材センター運営 区域 全域 
事業概要 就労を希望する高齢者へ、知識や経験、技能を生かした就業の場を確保提供する。 

事業効果 現役時代の経験や、退職後に新たに得た技能等を生かした就労等を通して、高齢者の生きがいづ

くりの支援となる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

シルバー人材センター年間延べ就労者数 60,646 人 63,000 人 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
20,069 千円 20,069 千円 20,069 千円 20,069 千円 20,069 千円 100,345 千円 

補助金等特定財源  

その他  

 

事業名 移送サービス事業 区域 全域 

事業概要 身体的・経済的理由により公共交通機関の利用が困難な高齢者に対し、通院等の送迎を無料で行

う。 

事業効果 通院等の交通手段を確保することによって、住み慣れた地域において安心して暮らし続けること

ができる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

移送サービス年間延べ利用件数 4,637 件 5,000 件 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
25,908 千円 25,908 千円 25,908 千円 25,908 千円 25,908 千円 129,540 千円 

補助金等特定財源  

その他  
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事業名 総合相談事業 区域 全域 

事業概要 
高齢者やその家族が抱える悩みや心配ごとなどの相談を総合的に受け止め、どのような支援が必

要かを把握し、その状況に応じて、地域における適切な保健・医療・福祉サービス、関係機関ま

たは福祉制度等の利用につなげるなどの支援を行う。 

事業効果 高齢者等が抱える課題の解決に向け、適切な支援を行うことによって、高齢者が住み慣れた地域

で安心して、その人らしい生活を継続することができる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値 

（R6） 

目標数値 

（R12） 

年間総合相談件数 10,840 件 10,400 件 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
151,376 千円 151,376 千円 151,376 千円 151,376 千円 151,376 千円 756,880 千円 

補助金等特定財源 重層的支援体制整備事業交付金 
その他  
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（１）生活機能の強化  ② 福祉 

ウ 地域福祉の推進 
 
【施策の方向性】 
 
  市民一人ひとりが住み慣れた地域のなかで、安心して健やかに暮らし、地域が抱える

課題に対応するため、多様な主体が自主的に地域活動や福祉活動に参加し、支える側も

支えられる側も幸せを感じることができるよう、地域における支え合い、助け合いの仕

組みづくりを推進する。 

 

【具体的事業】 
 

事業名 市社会福祉協議会補助事業 区域 全域 

事業概要 地域福祉推進の中核的組織である日光市社会福祉協議会に運営費・事業費を補助し、地域福祉に

関する広報・啓発やボランティアの育成等を実施する。 
事業効果 ボランティアの育成等、社会福祉協議会の取組により、地域福祉を担う人づくりが推進される。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

地域福祉担い手養成講座等受講者数 2,014 人 3,000 人 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
110,000 千円 140,000 千円 140,000 千円 140,000 千円 140,000 千円 670,000 千円 

補助金等特定財源  

その他  

 

事業名 自立相談支援事業 区域 全域 

事業概要 生活困窮者からの様々な相談に応じ、支援の種類及び内容等を記載した自立支援計画を策定し、

支援効果の確認・評価を行いながら、自立に向け、包括的・継続的に支える。 

事業効果 
生活保護に至る前に、早期に包括的な支援を行うことで、生活困窮者の自立を促進する。また、

生活困窮世帯の子どもの生活習慣や育成環境の改善と学力の向上を図り、貧困の連鎖を防止する

ことができる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

自立相談要支援者のうち支援終了者の割合 46％ 50％ 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
71,905 千円 71,905 千円 71,905 千円 71,905 千円 71,905 千円 359,525 千円 

補助金等特定財源 生活困窮者自立相談支援事業費等負担金、生活困窮者就労準備支援事業費等補助金、重層的支援

体制整備事業交付金 
その他  
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事業名 障がい者支援センター相談事業 区域 全域 

事業概要 在宅の障がい者（児）の地域における生活を支えるための相談支援業務について、「障がい者相談

支援センター」を設置し、相談支援専門員が相談業務を行う。 

事業効果 
広大な市域を有する当市において、多岐にわたる様々な障がいの特性に応じた相談に対し、柔軟

かつきめ細やかに対応することができる。さらに、地域における課題等について、専門的な立場

から情報共有し必要な支援へつなぐことができる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

基幹相談支援センターの設置 1 か所 1 か所 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

13,200 千円 13,200 千円 13,200 千円 13,200 千円 13,200 千円 66,000 千円 

補助金等特定財源 重層的支援体制整備事業交付金 
その他  

 

事業名 地域生活支援拠点整備事業 区域 全域 

事業概要 
障がい者の高齢化、重度化や「親亡き後」を見据え、障がい者が住み慣れた地域で安心して暮ら

すことができる支援を行うための体制づくりや必要な機能を備えた拠点（中心的役割）を整備す

る。 

事業効果 広大な市域を有する当市において、点在する障がい者相談支援機能の連携強化を図り、総合的な

相談支援をコーディネートすることができる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

拠点設置数 1 か所 1 か所 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

4,523 千円 4,523 千円 4,523 千円 4,523 千円 4,523 千円 22,615 千円 

補助金等特定財源 地域生活支援事業費補助金 
その他  

 

事業名 権利擁護支援 区域 全域 

事業概要 高齢者、障がい者が住み慣れた地域で安心して生活することができるよう、権利擁護支援の機能

の充実、地域連携ネットワークの機能の強化及び権利擁護支援の周知啓発を図る。 

事業効果 高齢者、障がい者の権利を護る体制を確立することで、自分の意思が尊重され、尊厳をもって安

心して生活することができる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

成年後見申立て年間支援件数 24 件 42 件 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
3,798 千円 3,798 千円 3,798 千円 3,798 千円 3,798 千円 189,90 千円 

補助金等特定財源 地域支援事業交付金、重層的支援体制整備事業交付金 
その他  
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（１）生活機能の強化  ③ 教育 

ア 学校教育の充実 
 
【施策の方向性】 
 

学校施設マネジメント実行計画の推進など、教育環境の充実に努めながら、家庭・地

域・関係機関とのつながりを強め、学びや成長を支える質の高い教育の実現を目指す。 

 

【具体的事業】 
 

事業名 授業づくり推進事業 区域 全域 
事業概要 授業づくり推進プランの策定・運用をはじめ、授業づくり推進リーダーの育成や、資質・能力を

高めるための授業デザイン力の向上に取り組みます。また、授業づくり推進訪問（学校公開）の

実施や、日光市学力調査（ＮＲＴ、総合学力調査）等を活用した分析と振り返りを通じて、より

効果的な授業の実現を目指す。 
事業効果 「主体的・対話的で深い学び」を通じて資質・能力を育成する各学校の主体的な取組を多角的に

支援することを通して、児童生徒の好きを育み得意を伸ばし、各種学力調査の達成状況を高める

ことができる。 

ＫＰＩ 

項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

全国学力・学習状況調査における小学校 6 年生、中学校 3 年生の国語・

算数(数学）の市平均正答率と県平均正答率の差 

小学校 
-3.4％ 
中学校 
-3.8％ 

小学校 
0％以上 
中学校 
0％以上 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

390 千円 390 千円 390 千円 390 千円 390 千円 1,950 千円 

補助金等特定財源  

その他  

 

事業名 英語力向上事業 区域 全域 
事業概要 国際化に対応したコミュニケーション能力の醸成を図るため、市内小学校高学年・中学生の英語

検定受験料を助成するなど、英語教育の充実を図る。 
事業効果 中学卒業までに英語検定の３級以上の資格取得を目標とし、早い時期から取り組むことで、主体

的に学習する態度の育成や英語力の向上が期待できる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

中学校３年生における英語検定３級相当以上の取得率 44％ 60％ 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

147 円 147 千円 147 千円 147 千円 147 千円 735 千円 

補助金等特定財源  

その他  
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事業名 学校給食調理業務の民間委託事業 区域 全域 
事業概要 学校給食の調理業務について、民間委託への移行を実施する。 
事業効果 民間委託へ移行することにより、調理員の人手不足が軽減され、給食調理業務の安定化が図られ

る。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

民間委託導入件数率 88％ 100％ 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
375,854 千円 375,854 千円 375,854 千円 375,854 千円 375,854 千円 1,879,270 千円 

補助金等特定財源  

その他  

 

事業名 小学校校舎等維持管理事業 区域 近隣 
事業概要 経年劣化により老朽化が進んでいる施設の長寿命化を図るため、小学校校舎等の改修工事を行う。 

事業効果 老朽化した外壁や屋根の改修などで施設の長寿命化が推進されることにより、安全安心の確保や

教育環境の充実が図られる。 

ＫＰＩ 

項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R8） 

改修工事実施棟数 
※日光市学校施設長寿命化計画における個別事業であるため、令和 8

年度を目標数値とする。 
1 棟 2 棟 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
151,477 千円 －千円 －千円 －千円 －千円 151,477 千円 

補助金等特定財源  

その他  

 

事業名 中学校校舎等維持管理事業 区域 近隣 
事業概要 経年劣化により老朽化が進んでいる施設の長寿命化を図るため、中学校校舎等の改修工事を行う。 

事業効果 老朽化した外壁や屋根の改修などで施設の長寿命化が推進されることにより、安全安心の確保や

教育環境の充実が図られる。 

ＫＰＩ 

項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R11） 

改修工事実施棟数 
※日光市学校施設長寿命化計画における個別事業であるため、令和 11 

年度を目標数値とする。 
0 棟 6 棟 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
10,370 千円 141,871 千円 147,190 千円 107,683 千円 －千円 407,114 千円 

補助金等特定財源  

その他  
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（１）生活機能の強化  ③ 教育 

イ 文化・芸術活動の推進 
 
【施策の方向性】 
 

圏域内にある文化財の保存・活用を推進するとともに保護思想の普及啓発を図る。ま

た、地域に根ざした文化の伝承や活発な文化芸術活動を推進する。 

 

【具体的事業】 
 

事業名 日本の伝統芸術鑑賞教室開催事業 区域 全域 
事業概要 全小中学校において、子ども達が普段親しむ機会が少ない筝や尺八等の日本の伝統音楽に触れる

機会を提供する。 
事業効果 日本の伝統音楽のすばらしさを体験する機会の創出となる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

年間実施学校数 34 校 29 校 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

930 千円 870 千円 870 千円 870 千円 870 千円 4,410 千円 
補助金等特定財源  

その他  

 

事業名 市民文化祭開催事業 区域 全域 
事業概要 市民の文化活動の発表と鑑賞を通じ、市民の文化向上を図る。 
事業効果 市民の文化芸術活動の活性化が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

文化祭年間参加者数 2,594 人 3,000 人 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
3,300 千円 3,300 千円 3,300 千円 3,300 千円 3,300 千円 16,500 千円 

補助金等特定財源  

その他  
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事業名 文化協会活動支援事業 区域 全域 
事業概要 日光市文化協会の運営及び実施事業の支援を行う。 
事業効果 市内の文化活動の活性化や一体感情勢が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

日光市文化協会会員数 1,099 人 1,200 人 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
1,000 千円 1,000 千円 1,000 千円 1,000 千円 1,000 千円 5,000 千円 

補助金等特定財源  

その他  

 

事業名 民俗芸能保存団体活動支援事業 区域 全域 

事業概要 地域の民俗芸能や伝統行事の保存・継承を支援するための助成を行うとともに、民俗芸能に使用

する用具や保管施設等の整備費に対する助成を行う。 

事業効果 民俗芸能団体の交流を促し、郷土に対する愛着心を向上させる。あわせて、伝承活動の活性化を

支援するとともに、地域の魅力を市内外へ広く発信する機会が創出される。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

加入団体数 78 団体 78 団体 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
1,950 千円 1,950 千円 1,950 千円 1,950 千円 1,950 千円 9,750 千円 

補助金等特定財源  

その他  

 

事業名 足尾銅山産業遺産普及啓発事業 区域 近隣 
事業概要 足尾銅山の産業遺産の価値や魅力を広めるため、見学会やシンポジウムを開催する。 

事業効果 市民に足尾銅山の産業遺産を深く知ってもらうことで、「足尾銅山」を再認識し、市への愛着心を

育むことにつながる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

見学会やシンポジウムの年間参加者数 70 人 70 人 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

200 千円 200 千円 200 千円 200 千円 200 千円 1,000 千円 

補助金等特定財源  

その他  
 
 
 
 
 
 



27 
 

事業名 市内文化財見学会開催事業 区域 全域 
事業概要 市内各所に存在する文化財の価値を広めるため、文化財を巡る見学会を実施する。 

事業効果 市内の文化財を巡り、文化財をより深く知ってもらうことで、市への愛着の醸成や魅力の向上が

図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

文化財見学会年間参加者数 20 人 20 人 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

14 千円 14 千円 14 千円 14 千円 14 千円 70 千円 

補助金等特定財源  

その他  

 

事業名 移動博物館開催事業 区域 全域 
事業概要 歴史民俗資料館で開催する地域の特色を生かしたテーマ展の内容を、移動展として凝縮し、関連

する地域の行政センターや公民館等において実施する。 
一回ごとの展示内容をより充実させるため開催回数を見直しながら、展示の質の向上を図る。 

事業効果 地域の特色ある資料を現地で紹介することで、地域の歴史や文化財に対する誇りと愛着の醸成に

つながる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

移動博物館年間開催件数 6 件 2 件 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

100 千円 100 千円 100 千円 100 千円 100 千円 500 千円 
補助金等特定財

源 
 

その他  

 

事業名 文化財担い手育成事業 区域 全域 

事業概要 地域の文化財を次世代へ継承するため、文化財に関心のある市民等を対象に知識や技能を学ぶ講

座を実施する。 

事業効果 主体的に事業に関わる担い手を育てることで、行政と市民が一体となり文化財の積極的な活用と

次世代への継承につながる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

文化財担い手育成講座の年間開催回数 － 6 回 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

25 千円 25 千円 25 千円 25 千円 25 千円 125 千円 
補助金等特定財源  

その他  
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（１）生活機能の強化  ③ 教育 

ウ 生涯学習の充実 
 
【施策の方向性】 
 

市民一人ひとりが、生涯にわたり多様な学習機会を享受し、その成果を自らの人生や社

会に生かすことができる生涯学習を推進するなかで、特に、圏域の歴史や文化について学

び、地域への愛着を育むなど社会教育の充実を図り、その学びの成果を地域づくりに生か

せる人づくりを進める。 

 

【具体的事業】 
 

事業名 移動図書館事業 区域 全域 

事業概要 市内全域の均衡がとれた図書館サービスを提供するため、図書館遠距離に住む小中学生等の利便

と利用促進を図るため、移動図書館車を運行する。 
事業効果 市内全域における均衡がとれた図書の利用環境が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

年間貸出冊数 40,710 冊 42,000 冊 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
11,594 千円 11,594 千円 11,594 千円 11,594 千円 11,594 千円 57,970 千円 

補助金等特定財源  

その他  

 

事業名 日光学まつり・生涯学習フェスタ開催事業 区域 全域 

事業概要 学んだことを生かして、まちづくりや地域の子どもを育てる活動を行っている団体・個人の活動

を紹介するとともに、生涯学習で身につけた学習成果の発表の機会を提供する。 

事業効果 生涯学習に取り組んでいる団体・個人の活動の活性化と新たなネットワークづくりにつなげるこ

とにより、市全体の生涯学習の振興が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

日光学まつり・生涯学習フェスタ等における新規参加団体数 5 団体 25 団体 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

375 千円 375 千円 375 千円 375 千円 375 千円 1,875 千円 
補助金等特定財源  

その他  
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事業名 日光学・わがまちきらり発見隊開催事業 区域 全域 

事業概要 市民が自分の生活する地域のよさを再発見・再確認し、そのよさを生かしながら地域をよりよく

する活動を創造する「地域づくり」活動実践者（グループを含む）を継続的に養成する。 

事業効果 「地域づくり」活動実践者を継続的に養成することにより、主体的に学習活動に取り組むひとづ

くりと地域への誇りと愛着を育むことによるまちづくりが図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

日光学関係講座年間開催数 6 回 6 回 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

150 千円 150 千円 150 千円 150 千円 150 千円 750 千円 
補助金等特定財源  

その他  

 

事業名 地域学校連携推進事業 区域 全域 

事業概要 地域で子どもたちの成長を支えるため、学校支援ボランティア活動を促進するとともに、学校運

営協議会（コミュニティ・スクール）の形成を促進する。 

事業効果 地域や家庭、学校がそれぞれの特性を生かして連携を強化することにより、地域で活躍する人づ

くりに資する。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

学校支援ボランティア活動年間延べ人数 8,169 人 8,000 人 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
8,380 千円 9,000 千円 9,000 千円 9,000 千円 9,000 千円 44,380 千円 

補助金等特定財源 学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金 
その他  

 

事業名 青少年リーダー養成・活動体験事業 区域 全域 

事業概要 青少年リーダーが地域社会への奉仕や小学生との自然体験を通して、自らの向上を図る学習機会

を提供する。 

事業効果 青少年リーダーが地域の良さを再認識し、小学生とともに自然に親しむことによって、リーダー

としての資質の向上が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

日光りーだーず新規加入者数 4 人 15 人 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

653 千円 653 千円 653 千円 653 千円 653 千円 3,265 千円 
補助金等特定財源  

その他  
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（１）生活機能の強化  ③ 教育 

エ スポーツの推進 
 
【施策の方向性】 
 

市民の誰もが生涯にわたり、スポーツを通じて心身ともに健康で、豊かに暮らしてい

ける地域社会の実現に向け、一人ひとりのライフステージに応じたスポーツ活動及び圏

域の特色あるスポーツの推進を図る。また、安全で快適な利用ができるよう、スポーツ

施設の適正な維持管理に取り組む。 

 

【具体的事業】 
 

事業名 総合型地域スポーツクラブ育成事業 区域 全域 
事業概要 総合型地域スポーツクラブの設立及び設立初期の運営を支援する。 

事業効果 地域のスポーツ活動の受け皿となる総合型地域スポーツクラブの設立を促進することにより、市

民が身近な地域でスポーツ活動を実施できる環境整備が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

総合型地域スポーツクラブ数 4 クラブ 6 クラブ 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

0 千円 500 千円 100 千円 100 千円 750 千円 1,450 千円 
補助金等特定財源  

その他  

 

事業名 社会体育施設整備事業 区域 全域 

事業概要 スポーツ施設を安心して利用できるよう市民のニーズを踏まえた適切な維持管理や効率的な運営

に取り組む。 

事業効果 スポーツ施設の適切な維持管理を行うことにより、市民が身近な地域でスポーツ活動を実施でき

る環境整備が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

社会体育施設１人当たり年間利用回数 9.3 回 10.7 回 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
198,019 千円 200,000 千円 200,000 千円 200,000 千円 200,000 千円 998,019 千円 

補助金等特定財源 合併振興基金繰入金 
その他  
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事業名 地域スポーツ活動推進事業 区域 全域 

事業概要 日光市内９地域・地区を単位とし、スポーツに関するニーズ調査並びに地域のスポーツ団体（総

合型地域スポーツクラブ、スポーツ協会支部等）の設立促進及び活動支援を行う。 
事業効果 市内全域において市民がニーズに応じたスポーツ活動を身近に行える場所の確保が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

ニーズに応じたスポーツ活動の実施地域数 0 地域 9 地域 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

110 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 110 千円 
補助金等特定財源  

その他  

 

事業名 運動・スポーツ習慣化促進事業 区域 全域 

事業概要 総合型地域スポーツクラブ等が医療機関と連携した運動・スポーツ習慣化促進事業を日光市内の

全地域において実施する。 

事業効果 働く世代を主な対象に運動・スポーツ習慣化促進事業を実施することにより、運動・スポーツ実

施率の向上が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

運動・スポーツ習慣化促進事業の実施団体数 1 団体 9 団体 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
2,000 千円 3,000 千円 3,000 千円 3,000 千円 3,000 千円 14,000 千円 

補助金等特定財源  

その他  

 

事業名 学校開放事業 区域 中心 
事業概要 小中学校の体育施設の適切な維持管理を行う。 

事業効果 小中学校の体育施設の適切な維持管理を行うことにより、身近にスポーツ活動ができる環境づく

りが促進される。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

学校施設開放事業１人当たり年間利用回数 3.5 回 3.75 回 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
23,843 千円 45,000 千円 25,000 千円 25,000 千円 25,000 千円 14,3843 千円 

補助金等特定財源  

その他  
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（１）生活機能の強化  ④ 産業振興 

ア 魅力ある観光地づくり 
 
【施策の方向性】 
 

自然、歴史、文化、温泉など世界に誇れる国際観光文化都市である圏域を、国の内外

に発信する。また、ブランド力の強化、地域間の連携により観光資源の更なる活用や、

ホスピタリティの推進に取組み、観光交流人口の増加、地域経済の活性化を図る。 

 

【具体的事業】 
 

事業名 誘客プロモーション事業 区域 全域 

事業概要 観光客の来訪意欲や消費意欲を高めるため、国内外の観光ニーズ等を的確に把握し、効果的な情

報を発信するほか、観光ニーズを取り込むためのプロモーションやキャンペーンを展開する。 
事業効果 観光プロモーションを実施することで国内外の方に直接当市の魅力を発信することができる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

年間観光客入込数 1,019 万人 1,200 万人 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
26,256 千円 30,000 千円 30,000 千円 30,000 千円 30,000 千円 146,256 千円 

補助金等特定財源 地域未来交付金 
その他  

 

事業名 着地型観光コンテンツ造成事業 区域 全域 

事業概要 市内観光地の周遊や滞在時間の延長、宿泊を促進するため、地域資源を生かしたツーリズムを推

進するとともに、夜間や朝のコンテンツをはじめ現地プログラムの充実を図る。 

事業効果 地域資源を生かしたツーリズムや現地プログラムの充実を図ることが滞在時間の延長に繋がり、

交流人口の増加や地域経済の活性化を図ることができる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

年間観光客宿泊数 294 万人 350 万人 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

5,000 千円 5,000 千円 5,000 千円 5,000 千円 5,000 千円 25,000 千円 

補助金等特定財源 地域未来交付金 
その他  
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事業名 世界的観光地形成のための体制整備事業 区域 全域 

事業概要 顧客満足度向上のため、ホスピタリティの推進、案内板の多言語化、民間事業者等と連携した観

光資源の磨き上げなど、さらなる魅力を創出する。 
事業効果 顧客満足度の向上に伴い、観光客のリピート率が増えるとともに、外国人宿泊数の増加に繋がる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

年間外国人宿泊数 16 万人 30 万人 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

860 千円 860 千円 860 千円 860 千円 860 千円 4,300 千円 

補助金等特定財源  

その他  
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（１）生活機能の強化  ④ 産業振興 

イ 農林水産業の振興 
 
【施策の方向性】 
 

豊かな自然環境を活かし、多面的機能や公益的機能を発揮できる環境を維持するため、

基盤の強化を行う。また、収益性が高く、強い農林水産業を確立するため、生産性向上

や販路拡大等を支援するとともに、特産品による地域活性化を推進する。            

 

【具体的事業】 
 

事業名 地域担い手育成支援事業 区域 全域 
事業概要 認定農業者の改善計画作成と、集落営農のスマート技術導入等の作業効率化を支援する。 
事業効果 認定農業者及び集落営農団体など担い手の確保が見込まれる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

認定農業者数 274 経営体 280 経営体 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
10,862 千円 10,862 千円 10,862 千円 10,862 千円 10,862 千円 54,310 千円 

補助金等特定財源  

その他  

 

事業名 日光産園芸作物生産支援事業 区域 全域 
事業概要 青果物生産者が構成する生産部会等が販売向上を目的とした取組に対し、支援する。 
事業効果 青果物生産の安定化と販売額の向上が見込まれる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

園芸作物年間販売額 1,317,090 千円 1,400,000 千円 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

800 千円 800 千円 800 千円 800 千円 800 千円 800 千円 
補助金等特定財源  

その他  
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事業名 多面的機能支払事業 区域 全域 
事業概要 地域共同による農地、農業用水、農村環境の保全活動に対し、支援する。 

事業効果 地域における農業資源の保全を行う事で、自然環境の保全や良好な景観の形成などの多面的機能

が維持・発揮される。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

農用地の保全管理面積 2,362ha 2,986ha 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
119,670 千円 120,000 千円 120,000 千円 120,000 千円 120,000 千円 599,670 千円 

補助金等特定財源 日本型直接支払制度多面的機能支払交付金 
その他  

 

事業名 林道整備事業 区域 全域 
事業概要 森林施業の集約化や施業の低コスト化を図るため、林道の改良等の整備を行う。 
事業効果 森林から生産される木材の増加及び林業の担い手の増加が見込まれる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

素材年間生産量 60,106 ㎥ 64,000 ㎥ 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
34,250 千円 34,250 千円 34,250 千円 34,250 千円 34,250 千円 171,250 千円 

補助金等特定財源 森林整備林道事業費補助金 
その他  

 

事業名 「日光の木」プレゼント事業 区域 全域 
事業概要 市民又は市内に転入を予定している者が自己の居住する住宅を新築のほか、増改築する場合に、

建築資材の一部として日光木材を支給する。 
事業効果 木の良さの普及啓発とともに、日光木材の需要拡大、市内の林業及び木材業の活性化並びに日光

木材のブランド化が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

新築木材支給申請総件数 315 件 465 件 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

13,508 千円 13,510 千円 13,510 千円 13,510 千円 13,510 千円 67,548 千円 

補助金等特定財源 森林環境譲与税 
その他  
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事業名 森林認証制度普及促進事業 区域 全域 
事業概要 森林所有者や製材業者等が森林認証制度の認証を取得するにあたり必要となる経費の一部を補助

する。 
事業効果 日光市産木材の付加価値が高まり、さらなる利用拡大と森林の循環促進が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

認証事業体数 10 件 13 件 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

1,140 千円 1,140 千円 1,140 千円 1,140 千円 1,140 千円 5,700 千円 

補助金等特定財源 森林環境譲与税 
その他  

 

事業名 野生獣害対策事業 区域 全域 
事業概要 農林業及び市民生活に被害を及ぼす鳥獣の捕獲促進や防護柵の普及を図り被害防止対策を行う。 
事業効果 農林業の活性化及び安心安全な住環境が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

農作物への年間被害額 3,141 千円 3,000 千円 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
106,600 千円 106,600 千円 106,600 千円 106,600 千円 106,600 千円 533,000 千円 

補助金等特定財源 シカ・イノシシ捕獲強化事業費補助金、鳥獣被害防止総合対策事業費補助金、市町村総合交付金 
その他  

 

事業名 「日光の木」利用総合戦略事業 区域 全域 
事業概要 森林所有者と加工業者、販売業者といった異業種の連携により、認証を受けた日光産木材を効率

的に供給し、日光産木材を活用した製品の需要拡大を図る。 
事業効果 国内外に向けた日光産材のＰＲ、ブランド力の向上につなげることで、日光産木材の需要が高ま

る。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

素材年間生産量 60,106 ㎥ 64,000 ㎥ 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
1,500 千円 1,500 千円 1,500 千円 1,500 千円 1,500 千円 7,500 千円 

補助金等特定財源 森林環境譲与税 
その他  

 
 
 

 



37 
 

事業名 林業従事者雇用促進奨励金事業 区域 全域 
事業概要 平均賃金や業務内容など他の産業と比較して担い手確保が難しい林業において、常用雇用を開始

した事業者に奨励金を支給する。 
事業効果 林業就業者の増加により、森林整備の業務量増加が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

新規常用雇用者数 15 人 31 人 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
1,200 千円 1,200 千円 1,200 千円 1,200 千円 1,200 千円 6,000 千円 

補助金等特定財源 森林環境譲与税 
その他  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



38 
 

（１）生活機能の強化  ④ 産業振興 

ウ 商工業の振興 
 
【施策の方向性】 
 

地域資源を活かした市街地の活性化や商工業の振興を図るとともに、地場産業の育成や

他産業との連携を推進し、地域経済の発展を目指す。 

 

【具体的事業】 
 

事業名 起業者・事業承継者支援事業 区域 全域 

事業概要 開業または事業承継する方に対し、店舗リフォーム費用の一部補助を行う。また、空き店舗を賃

貸して開業する方に対し、家賃の一部補助を行う。 

事業効果 市内の起業・創業を促進するとともに、事業承継する方も対象にすることで、市内商工業の活性

化が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

起業者・事業承継者支援事業年間補助件数 － 20 件 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
12,000 千円 13,000 千円 13,000 千円 13,000 千円 13,000 千円 64,000 千円 

補助金等特定財源  

その他  

 

事業名 プレミアム付共通商品券助成事業 区域 全域 

事業概要 日光商工会議所と足尾町商工会が実施する商品券発行事業に対し、プレミアム分と事務費の補助

を行う。 
事業効果 プレミアム付き商品券の利用により、圏域内の消費を喚起し、商業の活性化が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

卸売業・小売業数 781 店 790 店 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

91,000 千円 91,000 千円 91,000 千円 91,000 千円 91,000 千円 455,000 千円 

補助金等特定財源  

その他  
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事業名 中心市街地活性化推進事業 区域 中心 

事業概要 集客拠点施設（道の駅日光「日光街道ニコニコ本陣」）について、円滑な管理運営を行い、集客促

進を図るとともに、起業・創業に関する支援を行い、中心市街地のにぎわいを創出する。 

事業効果 
中心市街地集客拠点施設を核とした中心市街地への集客を促進し、かつ地域内に起業者が新たな

店舗を構えることで、周辺商店街への人流を生みだし、経済効果の波及による中心地域における

商業の活性化が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

中心市街地集客拠点施設年間来場者数  880,000 人 880,000 人 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
53,380 千円 53,380 千円 53,380 千円 53,380 千円 53,380 千円 266,900 千円 

補助金等特定財源  

その他  

 

事業名 ビジネス交流事業 区域 全域 

事業概要 市内食品産業関連産業や農林水産物などの「食」や「伝統工芸」といった日光の魅力ある市産品

に関し、販路拡大を狙いビジネスフェアに出展する。 

事業効果 
数多くのバイヤーが訪れる場において、「日光」の持つ認知度を強みに、統一的なテーマを設定し

ながら市産品をＰＲすることで、新たな取引先を獲得するとともに、顕在層だけでなく、潜在層

のリードを大量に獲得することで、市内企業の発展が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

ビジネスフェア年間出展社数 － 10 社 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

8,000 千円 8,000 千円 8,000 千円 8,000 千円 8,000 千円 40,000 千円 

補助金等特定財源  

その他  

 

事業名 起業創業支援事業 区域 全域 

事業概要 地域振興課と連携し、首都圏における起業希望者へのセミナーを開催し、首都圏在住の起業者を

獲得する。 
事業効果 首都圏における起業者を獲得することで移住定住者の増加に寄与する。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

セミナーに参加した新規起業者数 0 人 5 人 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

270 千円 270 千円 270 千円 270 千円 270 千円 1,350 千円 

補助金等特定財源  

その他  
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（１）生活機能の強化  ④ 産業振興 

エ 企業誘致 
 
【施策の方向性】 
 
  新産業団地の造成に向けた検討や多産業の誘致により、雇用・就業機会の拡大を図る。 

 

【具体的事業】 
 

事業名 オフィス等立地支援事業 区域 全域 
事業概要 市内に本社等のオフィスを設置する事業者に対して、施設整備費や賃借料等の一部を補助する。 

事業効果 企業等の進出を促進するとともに、多様な働き方に対応した雇用機会を創出することで、移住定

住の推進と市内経済の活性化が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

本社・支社等オフィス誘致件数 0 件 5 件 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

8,500 千円 8,500 千円 6,000 千円 6,000 千円 6,000 千円 35,000 千円 

補助金等特定財源 地域未来交付金 
その他  

 

事業名 雇用機会拡充事業 区域 全域 

事業概要 雇用機会の拡充のため、市内事業者の経営を支援するほか、就職説明会等の開催により、労働者

の確保を図るとともに、新たな産業団地の整備を進め新規企業の誘致を行う。 

事業効果 企業立地の促進や既存企業を支援することにより、地域経済の活性化に向けた産業の振興を図る

とともに、雇用・就業機会が創出される。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

年間就職件数（1月～12 月） 1,153 件 1,300 件 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

42,000 千円 64,000 千円 103,000 千円 82,000 千円 95,000 千円 386,000 千円 

補助金等特定財源 地域未来交付金 

その他  
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（１）生活機能の強化  ⑤ 安全・安心 

ア 災害に強い環境づくり 
 
【施策の方向性】 
 

地震・風水害などの災害に備え、自主防災組織の育成強化、防災意識の啓発に取り組

むとともに、防災情報の適切な伝達、災害予防対策など防災・減災対策の充実を図る。 

 

【具体的事業】 
 

事業名 防災訓練の実施 区域 全域 
事業概要 災害時における地域の対応や避難所運営など住民の防災意識を高めるため、防災訓練を行う。 
事業効果 地域住民の防災意識の向上により、災害発生時の迅速な対応が可能となり被害の軽減が図れる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

防災訓練を実施した中学校区 13 学校区 15 学校区 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

613 千円 620 千円 620 千円 620 千円 620 千円 3,093 千円 
補助金等特定財源  

その他  

 

事業名 防災行政情報システム維持管理 区域 全域 

事業概要 災害発生のおそれのある時、または災害発生時の的確な情報伝達を確保するため、防災行政情報

システムの維持及び保守管理を行う。 
事業効果 災害発生の恐れがある時または災害発生時の迅速な対応が可能となり被害の軽減が図れる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

故障を理由とした災害時の屋外拡声子局不稼働件数 0 件 0 件 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
27,967 千円 28,000 千円 28,000 千円 28,000 千円 28,000 千円 139,967 千円 

補助金等特定財源  

その他  
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事業名 備蓄資機材整備事業 区域 全域 
事業概要 災害時における避難者の良好な生活環境を確保するため、飲食料や資機材の備蓄を計画的に行う。 

事業効果 避難者の良好な生活環境を確保することにより、避難所における二次的被災の防止が図れる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

官民連携によるローリングストック協定の締結件数 0 件 1 件 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
3,484 千円 3,500 千円 3,500 千円 3,500 千円 3,500 千円 17,484 千円 

補助金等特定財源  

その他  

 

事業名 地区防災計画策定推進事業 区域 全域 
事業概要 市内の各地区における、防災活動に必要な物資や資材の備蓄、災害発生時の対応など、防災活動

に関する事項を定める地区防災計画について、自主防災組織を中心に計画の策定を進める。 
事業効果 災害時に必要なことを事前に定め、地区内で共有しておくことにより、迅速な対応が可能となり

被害の軽減が図れる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

地区防災計画策定数 10 件 40 件 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 

補助金等特定財源  

その他  

 

事業名 自主防災組織資機材支援事業 区域 全域 
事業概要 自主防災組織に対し、資機材の支給を行う。 
事業効果 災害時における地域防災力の向上が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

年間支援団体数 10 団体 10 団体 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
2,000 千円 2,000 千円 2,000 千円 2,000 千円 2,000 千円 10,000 千円 

補助金等特定財源 コミュニティ助成事業助成金 
その他  
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（１）生活機能の強化  ⑤ 安全・安心 

イ 消防・救急体制の強化 
 
【施策の方向性】 
 

市民が安全で安心して暮らすことができる生活環境を確保するため、消防力の維持強

化や救急救助体制の充実などにより、消防・救急体制の強化を図る。 

 

【具体的事業】 
 

事業名 消防団詰所改修・整備事業 区域 全域 
事業概要 消防防災施設の向上を図るため、老朽化した消防団詰所を改修、解体、更新する。 
事業効果 老朽化した消防団詰所を修繕・整備することにより、消防力の強化が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

消防団詰所改修・整備数 － 51 棟 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
14,000 千円 5,500 千円 35,000 千円 0 千円 32,000 千円 86,500 千円 

補助金等特定財源  

その他  

 

事業名 耐震性防火水槽新設事業 区域 全域 
事業概要 火災等の発生時に対応する、消防水利の充実を図る。 
事業効果 地震災害時における消火栓の使用不能事態においても、迅速、的確な消火活動が行える。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

耐震性防火水槽新設数 － 3 か所 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

0 千円 13,500 千円 0 千円 13,500 千円 13,500 千円 40,500 千円 

補助金等特定財源 消防防災施設整備費補助金 
その他  
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事業名 消防団広報紙作成事業 区域 全域 
事業概要 消防団広報紙を作成し、消防団活動への加入促進を図る。 
事業効果 消防団活動のＰＲを行い、自治会や事業所等と連携した勧誘活動が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

消防団員の充足率 85.8％ 100％ 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

180 千円 180 千円 180 千円 180 千円 180 千円 900 千円 
補助金等特定財源 地域防災力強化推進事業費補助金 

その他  

 

事業名 消防団員サポート事業 区域 全域 
事業概要 消防団サポート事業の協力事業所等の拡大を図る。 
事業効果 消防団員に対して、一定のサービス等の優遇措置を提供することで団員の確保につながる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

協力事業所等の認定数 123 事業所 140 事業所 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 
補助金等特定財源  

その他  

 

事業名 消防ポンプ自動車整備事業（消防団） 区域 全域 
事業概要 消防防災施設の向上を図るため、消防ポンプ自動車を更新する。 
事業効果 老朽化した消防ポンプ自動車を更新することにより、消防力の強化が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

消防ポンプ自動車更新数 3 台 8 台 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
39,376 千円 30,000 千円 30,000 千円 60,000 千円 60,000 千円 219,376 千円 

補助金等特定財源  

その他  
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事業名 救急救命士養成事業 区域 全域 
事業概要 将来にわたり継続的な救急業務体制を確保する為、救急救命士の計画的な養成を行う。 
事業効果 救急体制の確保及び消防力の維持・強化が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

新規救急救命士資格取得者数 82 人 92 人 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
3,853 千円 4,305 千円 3,900 千円 4,310 千円 3,900 千円 20,268 千円 

補助金等特定財源  

その他  

 

事業名 高規格救急車及び救急資器材等の整備事業 区域 全域 
事業概要 高度な救命処置に対応できるよう、最新の高規格救急車や救急資器材を整備する。 
事業効果 老朽化した高規格救急車を更新することにより、救急体制の強化が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

高規格救急車更新数 2 台 5 台 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
40,000 千円 40,000 千円 40,000 千円 40,000 千円 40,000 千円 200,000 千円 

補助金等特定財源  

その他  
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（１）生活機能の強化  ⑤ 安全・安心 

ウ 安全・安心に暮らせる環境づくり 
 
【施策の方向性】 
 

全ての市民が安全で安心して暮らせるよう、地域づくりや社会環境の整備に取り組

み、犯罪や交通事故のないまちづくりを推進するとともに、市民の消費生活の安定と向

上を図る。 

 

【具体的事業】 
 

事業名 地域防犯推進事業 区域 全域 
事業概要 防犯カメラの設置を促進するため、自治会等における防犯カメラの設置に対し助成を行う。 
事業効果 防犯カメラを設置することにより、犯罪を抑止する環境整備が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

防犯カメラ設置補助台数 61 台 85 台 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

600 千円 600 千円 600 千円 600 千円 600 千円 3,000 千円 
補助金等特定財源  

その他  

 

事業名 安全で安心なまちづくり推進事業 区域 全域 
事業概要 防犯に関する知識を深め、自主防犯団体の活動を推進するため、専門的な研修会を実施する。 

事業効果 地域社会が一団となって、誰もが「安全で安心して暮らすことのできる日光市」の実現と市民の

意識の高揚が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

研修会等の延べ参加者数 38 人 338 人 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

488 千円 488 千円 500 千円 500 千円 500 千円 2,476 千円 

補助金等特定財源  

その他  
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事業名 交通安全啓発事業 区域 全域 
事業概要 交通安全意識の向上を図り、交通ルールを習得するため、交通安全教室を開催する。 
事業効果 交通安全教室を開催し、市民の交通安全意識を高めることにより、交通事故を未然に防ぐ。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

交通安全教室の開催回数 161 回 178 回 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

490 千円 490 千円 500 千円 500 千円 500 千円 2,480 千円 

補助金等特定財源  

その他  
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（２）結びつきやネット 

   ワークの強化  

① 公共交通 

ア 地域公共交通の確保・利便性の向上 
 
【施策の方向性】 
 

地域公共交通に対する市民や観光客等のニーズを捉え、デマンド型交通の運行を推進

するなど、市民生活に必要な生活交通の確保に努めるとともに、鉄道や民間バス事業者

などと連携し、公共交通のネットワーク化を促進することで、移動の円滑化・利用者の

利便性の向上を図る。 

 

【具体的事業】 
 

事業名 高齢化集落等日常生活交通支援事業 区域 近隣 

事業概要 公共交通機関の利便性が低い高齢化集落等の買い物、通院等の移動交通としてのタクシーの利用

に対し支援を行う。 

事業効果 高齢化集落等の交通弱者である高齢者等の日常生活の移動手段としての利便性の向上のほか、中

心地域と近隣地域の移動の円滑化が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

タクシー券交付率 40.7％ 60％ 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

797 千円 797 千円 797 千円 797 千円 797 千円 3,985 千円 

補助金等特定財源  

その他  

 

事業名 地域内交通支援事業 区域 全域 

事業概要 地域内交通の運行状況の把握と課題を確認し、より効率かつ効果的な運営に向けた指導・助言、

及び支援を実施する。 
事業効果 地域内交通の導入・運営を支援することにより、公共交通空白地域の解消を図る。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

地域内交通導入地域数 1 区域 2 区域 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
3,387 千円 3,387 千円 3,387 千円 3,387 千円 3,387 千円 16,935 千円 

補助金等特定財源  

その他  
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事業名 野岩鉄道支援事業、わたらせ渓谷鐵道支援事業 区域 近隣 

事業概要 関係機関と連携した誘客活動の展開と安全輸送の確保及び経営安定化に向けた継続的な支援を実

施する。 
事業効果 継続的な支援を行うことで、地域住民及び観光客等の移動手段の確保と利便性向上が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

地方鉄道年間輸送人員 451,182 人 692,000 人 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

149,765 千円 150,000 千円 155,000 千円 160,000 千円 165,000 千円 779,765 千円 

補助金等特定財

源 
 

その他  

 

事業名 生活路線バス利用促進事業 区域 全域 

事業概要 既存路線の検証に基づくダイヤや路線の見直しにより利用促進を図るとともに、利用状況等を踏

まえ車両の見直しを行い効率化を図る。 

事業効果 生活路線バスの適正かつ効率的な運行を維持することにより、住民や観光客等の移動手段が確保

される。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

市営バス年間利用人数 99,813 人 120,000 人 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

205,215 千円 210,000 千円 215,000 千円 220,000 千円 225,000 千円 1,075,215 千円 

補助金等特定財源  

その他  
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（２）結びつきやネット 

   ワークの強化  

② 基盤整備 

ア 生活道路等生活基盤の維持 
 
【施策の方向性】 
 

地域間の連携促進や地域活力向上に資する産業振興などを促すため、国道・県道と交

通連携を強化し、地域間を結ぶ道路ネットワークの構築を図る。 

 

【具体的事業】 
 

事業名 社会資本整備総合交付金事業 区域 全域 

事業概要 地域間を結ぶ幹線道路及び通学路となっている道路について、幅員狭小箇所の道路拡幅及び歩道

未整備区間の歩道整備を行う。 
事業効果 現道の拡幅及び歩道を整備することで、中心地域と周辺地域の交通の安全が確保される。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

道整備延長 － 3,000m 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
323,530 千円 203,767 千円 179,000 千円 45,000 千円 －千円 751,297 千円 

補助金等特定財源 社会資本整備総合交付金 
その他  

 

事業名 橋梁・トンネル補修・更新事業 区域 全域 

事業概要 市が管理する橋梁・トンネルについて、定期的な点検を実施するとともに、健全性の判定が低い

施設について、計画的な補修を行う。 
事業効果 定期的な点検及び計画的な補修を行うことで、施設の安全性の確保が図られる。 

ＫＰＩ 

項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

橋梁定期点検・診断数 
※5年を周期とし、全 597 橋を点検する。 

（第 3期目：R6～R10）（第 4 期目：R11～R15） 

83 橋 226 橋 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
30,000 千円 30,000 千円 30,000 千円 30,000 千円 30,000 千円 150,000 千円 

補助金等特定財源 道路メンテンナンス事業補助金 
その他  
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（２）結びつきやネット 

   ワークの強化  

② 基盤整備 

イ 持続可能なコンパクトなまちづくりの推進 
 
【施策の方向性】 
 

圏域における活力の維持・増進と、持続可能な都市の形成のため、立地適正化計画に基

づき、居住や都市機能の適正な立地誘導と公共交通の確保等によりコンパクトな都市づく

りを推進する。また、誰もが快適・便利に暮らしやすい地域特性を生かした都市基盤整備

を推進する。 

 

【具体的事業】 
 

事業名 市道の道路高質化事業 区域 近隣 

事業概要 
門前町にふさわしい道路の景観向上を図るため、道路美装化を実施する。 
◎市道青柳日光線～神橋線外 2路線（日光東町） 
◎市道本町～匠町線外 6路線（日光西町） 

事業効果 門前町として、国内外からの多くの観光客が訪れる地区である「日光の社寺」の参道としての役

目を果たすふさわしい街並みの整備が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

日光東町・西町地区道路美装化整備率 73.6％ 100％ 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
33,000 千円 9,500 千円 23,100 千円 10,000 千円 10,000 千円 85,600 千円 

補助金等特定財源 社会資本整備総合交付金 
その他  

 

事業名 門前町地区歩道修景整備事業 区域 近隣 

事業概要 歩行空間において、建物による圧迫感を軽減させるため、舗装美装化を実施する。 
◎一般国道 119 号（日光東町） 

事業効果 多くの人が往来する、にぎわいある門前町として建物の壁面後退によって創出した空間をより魅

力的に、より有効に活用できるようゆとりある歩行空間の確保が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

門前町地区歩道修景整備率 52.7％ 74.0％ 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
20,000 千円 13,000 千円 10,000 千円 10,000 千円 10,000 千円 63,000 千円 

補助金等特定財源  

その他  
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事業名 景観形成助成金・融資事業 区域 近隣 

事業概要 日光市景観形成助成金対象地域で、日光市景観計画の基準に適合する建築行為に対し、建築費の

一部を助成する。また、助成制度の対象となった建築物に対し工事費総額の範囲内で融資を行う。 
事業効果 街並景観の保全・創造の向上が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

景観形成助成件数 34 件 75 件 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
2,800 千円 2,800 千円 2,800 千円 2,800 千円 2,800 千円 14,000 千円 

補助金等特定財源 社会資本整備総合交付金 
その他  

 

事業名 公園施設改修事業 区域 全域 

事業概要 公園の遊具等について定期的に安全点検を実施すると共に、点検結果に基づき計画的に改修等を

行う。 
事業効果 予防的な改修を始め計画的に改修・補修を行うことで、公園利用者の安全確保が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

公園施設点検・診断数 62 公園 62 公園 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
1,400 千円 1,330 千円 1,264 千円 1,200 千円 1,140 千円 6,334 千円 

補助金等特定財源  

その他  
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（２）結びつきやネット 

   ワークの強化  

③ 地域づくり 

ア 移住・定住 
 
【施策の方向性】 
 

圏域の活力を維持するため、地域間交流、ＵＩＪターン、二地域居住、移住・定住に

向けた取組を推進する。 

 

【具体的事業】 
 

事業名 日光暮らしＰＲ事業 区域 全域 
事業概要 移住検討者に対し、日光暮らしの魅力をＰＲする機会を積極的に設け、的確な情報提供を行う。 

事業効果 移住検討者の日光暮らしの解像度を上げることで二地域居住や移住・定住が促進され、地域の活

性化が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

日光暮らし相談者・イベント参加者数 3,500 人 7,000 人 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
24,939 千円 24,939 千円 24,939 千円 24,939 千円 24,939 千円 124,695 千円 

補助金等特定財源 移住支援金交付事業補助金、地方就職支援金交付事業補助金 
その他  

 

事業名 地域おこし協力隊定住促進事業 区域 近隣 
事業概要 隊員や元隊員の定住・起業に向けた経費の一部を補助するなどの支援を行う。 
事業効果 都市地域からの新たな視点による地域活性化が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

地域おこし協力隊員の定住率 42％ 50％ 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

8,071 千円 8,071 千円 8,071 千円 8,071 千円 8,071 千円 40,355 千円 

補助金等特定財源  

その他 隊員の活動に要する経費に対する特別交付税措置 
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事業名 空き家情報登録制度事業 区域 全域 
事業概要 利活用を希望する空き家の情報を提供し、利用希望者とのマッチングを行う。 

事業効果 空き家の有効活用をとおして、定住促進及び市民と都市住民の交流拡大による地域の活性化が図

られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

空き家バンク年間利活用件数 12 件 18 件 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 
補助金等特定財源  

その他  
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（２）結びつきやネット 

   ワークの強化  

③ 地域づくり 

イ 地域コミュニティの活性化 
 
【施策の方向性】 
 

市民相互の交流や連携によって生まれる、生きがいや楽しさを実感できるコミュニテ

ィづくりを支援し、それぞれの地域の特性を活かしたまちづくりを推進する。 

 

【具体的事業】 
 

事業名 地域まちづくり協議会支援事業 区域 全域 

事業概要 協議会が定める計画に基づく、地域住民を始め、多様な主体が参画する互助・共助の事業や地域

課題解決のための事業を支援する。 
事業効果 住民主体の互助・共助の取り組みが進むことで、地域課題の解決や特色ある地域づくりが進む。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

長期計画を策定した組織数 － 9 協議会 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
2,700 千円 7,800 千円 9,500 千円 11,200 千円 12,900 千円 44,100 千円 

補助金等特定財源  

その他 市が支援の対象とする事業に対する特別交付税措置 

 

事業名 若者活動応援事業 区域 全域 

事業概要 市内の若者（16～29 歳）が行う地域の活性化、魅力向上、まちづくりおよび課題解決を目的とし

た自主的な活動に必要な経費を補助し支援を行う。 

事業効果 市民活動の担い手育成や、その活動を通して若者たちが住んでいる地域への愛着を深めることで、

将来的な定住につながる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

若者活動応援補助金の交付団体数 － 15 団体 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

300 千円 300 千円 300 千円 300 千円 300 千円 1,500 千円 

補助金等特定財源  

その他  
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事業名 地域魅力創出のための若者会議開催事業 区域 全域 

事業概要 地域への愛着心を育むため、市内在住・在学等の高校生と大学生が、地域で活動する大人や団体 
と関わりながら、日光市の未来を考え、行動する場を設定する。 

事業効果 高校生が活動を通じて地元への愛着心を育み、地元で活動する大人との繋がりを築くことで、進

学や就職、転職などの人生の転機における選択肢に日光市が選ばれることが期待できる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

活動に参加した高校生・大学生の延べ人数 84 人 150 人 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

515 千円 515 千円 515 千円 515 千円 515 千円 2,575 千円 

補助金等特定財源  

その他  
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（３）圏域マネジメント 

   能力の強化  

① まちづくり 

ア 市民との協働の推進 
 
【施策の方向性】 
 

圏域内において活動する団体や事業者を含めた全ての市民と行政が、目的を共有し、お

互いの責任のもと役割分担しながら、まちづくりの主役である市民と行政との協働による

まちづくりを推進する。 

 

【具体的事業】 
 

事業名 市民団体活動支援事業 区域 全域 
事業概要 市民がまちづくりのために自主的に行う活動に必要な経費の一部を補助する。 
事業効果 協働のまちづくりの推進による市民活動の活性化が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

市民団体活動支援事業費補助金の交付団体数 32 団体 50 団体 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

2,000 千円 2,000 千円 2,000 千円 2,000 千円 2,000 千円 10,000 千円 

補助金等特定財源  

その他  

 

事業名 自治会が行うまちづくり活動支援事業 区域 全域 
事業概要 市民による地域づくりを推進するため、自治会が主体的に行う活動を支援する。 
事業効果 協働のまちづくりの推進による地域コミュニティの活性化が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

自治会によるまちづくり活動支援事業補助金の年間交付自治会数 92 自治会 100 自治会 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
16,400 千円 16,400 千円 16,400 千円 16,400 千円 16,400 千円 82,000 千円 

補助金等特定財源  

その他  

 

 

 



58 
 

（３）圏域マネジメント 

   能力の強化  

① まちづくり 

イ まちづくりを担う人材の育成 
 
【施策の方向性】 
 

ボランティアやＮＰＯ法人などの市民活動団体の活動や運営の資質向上につながる各種

講座を実施するとともに、協働を理解し、まちづくりを主体的に実践できる次世代の育成

に向けた取組を行う。 

 

【具体的事業】 
 

事業名 市民活動支援センター充実事業 区域 中心 

事業概要 市民活動団体の活動や運営の資質向上を目的とした各種講座を実施するとともに、協働や地域活

動に関する研修等を通じて、まちづくりを主体的に担う次世代リーダーの育成につなげる。 
事業効果 協働のまちづくりの推進による市民活動の活性化が図られる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R6） 

目標数値 

（R12） 

市民活動支援センター年間利用者数 16,153 人 17,000 人 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 
18,770 千円 18,770 千円 18,770 千円 18,770 千円 18,770 千円 93,850 千円 

補助金等特定財源  

その他  

 

事業名 中高生ボランティア体験事業 区域 全域 

事業概要 市内で活動するＮＰＯや市民団体、ボランティア団体と、ボランティア活動に興味がある中学生・

高校生をつなぎ、ボランティア活動を体験してもらう取組。 

事業効果 実際にボランティア活動を経験することを通じて、地域社会の一員としての自覚を育むことで、

社会参加のきっかけや市民活動の新たな担い手の育成につながる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

事業への参加者数 31 人 150 人 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

130 千円 130 千円 130 千円 130 千円 130 千円 650 千円 
補助金等特定財源  

その他  
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（３）圏域マネジメント 

   能力の強化  

① まちづくり 

ウ シティプロモーションの推進 
 
【施策の方向性】 
 

圏域への愛着・誇りを醸成するとともに、対外的な認知度やイメージの向上を図るた

め、圏域の多彩な魅力や地域資源の情報を効果的に発信するプロモーション活動を推進

する。これまで築き上げてきた圏域の都市イメージを更にブラッシュアップし、交流人

口の拡大、市民の活力、地域力の向上につなげる。 

 

【具体的事業】 
 

事業名 ＰＲチームによる魅了発信事業 区域 全域 

事業概要 
ＰＲチームを組織し、これまで蓄積してきた資源を市外にアピールする視点で絞り込み、市公式

Ｉｎｓｔａｇｒａｍを活用して魅力発信を行う。 
合わせて、チームメンバーには、写真撮影や記事作成などのスキルアップ研修を実施する。 

事業効果 市民の推奨する価値を生かしながら、市民等と協働したプロモーションを展開することによって、

「まちづくり人口」の獲得につながる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

公式Ｉｎｓｔａｇｒａｍのフォロワー数 6,100 人 8,100 人 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 
補助金等特定財源  

その他  

 

事業名 商品・コンテンツ価値向上事業 区域 全域 

事業概要 「ＰＲチームによる魅了発信事業」で絞り込みを行った資源について、磨き上げを行い、まちづ

くりや産業振興に繋がり得る商品・コンテンツを開発する。 

事業効果 商品・コンテンツを充実させ、幅広いターゲットから選ばれる環境を整備することによって、「ま

ちづくり人口」の獲得につながる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

開発した商品・コンテンツの件数 － 4 件 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 
補助金等特定財源  

その他  
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事業名 「（仮称）褒められプロモーション」実施事業 区域 全域 

事業概要 
「商品・コンテンツ価値向上事業」にて開発した商品等を活用し、市内外に発信する。その後、

外部からの評価を地域・庁内にフィードバックし、商品等の改良や新規開発に繋げるサイクルを

生み出す。 

事業効果 常に新しい魅力を生み、発信し続ける体制を構築することによって、「まちづくり人口」の獲得に

つながる。 

ＫＰＩ 
項目 基準値

（R7） 

目標数値 

（R12） 

商品・コンテンツに対するフィードバックの件数 － 400 件 

事業費（予定） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 計 

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 
補助金等特定財源  

その他  
 


